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【学力向上フロンティアスクール用中間報告書様式 （小学校用）】

都道府県名 鳥 取 県

Ⅰ 学校の概要（平成１５年４月現在）

学校名 智頭町立智頭小学校

学 年 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 特殊学級 計 教員数

学級数 ２ ２ １ １ １ １ ３ １１
２２

児童数 ３３ ３７ ２６ ４０ ３５ ４０ ４ ２１５

Ⅱ 研究の概要
１．研究主題

学習習慣の確立と国語算数の基礎学力の向上を目指して
～ 学習集団の育成と系統的な学習及び個に応じた指導法の工夫改善 ～

２．研究内容と方法
( ) 実施学年・教科1

・全学年（１年～６年生）で実施。
・１～２年は、ＴＴで算数・国語で。
・３年～６年は、算数は少人数で、国語はＴＴで指導。

（・５～６年は理科でもＴＴを実施）
・国語、算数の教科を中心に。

（ ・授業研究 ・少人数指導の研究 ）

( ) 年次ごとの計画2

○ テーマ
「学習習慣の育成と基礎基本の定着を目指した実践」

○ 研究の見通し（仮説）
平 ・学習習慣の定着が不十分であり、それが、学力の向上を阻害している
成 要因と考え、学習習慣の向上を考えた取り組みを進めることにより、学

力向上に繋がっていくと考える。14
年 ○ 研究の内容・方法
度 ・毎日の朝の読書の実践（月曜日から金曜日まで・１５分間）

・ のびっ子タイム」の設置（金曜日１時間目）「
（・国語、算数の時間を活用）

・国語や算数のドリル学習の工夫
（・各種ドリル類の整備充実）

・少人数指導の充実
（・算数科で実施－個の実態に応じた習熟度別・興味関心別の編成）

・智頭小、智頭中の連携
（・授業交換会と今後の取り組みについての情報交換）

○ テーマ
「学習習慣の定着と国語算数の基礎学力向上のための系統的な指導」

○ 研究の見通し
平 ・学習習慣の定着を図ることで、より一層、児童の学校・家庭での集中
成 した学習姿勢、態度を確立していくことが出来るであろう。これを基盤

として、より一層、基礎基本の徹底と系統的な国語、算数の学習の充実15
年 を図ることができるであろう。
度 ○ 研究の内容・方法
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（１）授業研究の面
・国語算数の授業研究の充実
・少人数指導の充実

（２）基礎基本の定着をめざした学力向上対策の面
・ 朝の読書」の質の充実向上に向けた取り組み「
・ のびっ子タイム」の充実「
・国語、算数の学習時間の中にプリント活用のスキル学習の実施

（３）学習習慣の定着の面
・小中連携の充実（合同授業研究会）
・智頭小学校「学習の決まり・約束」などを検討し、学習習慣の確
立に向けての取り組みの充実

・保護者への生活習慣、学習習慣確立に向けての啓発

○ テーマ
・学習習慣の向上と基礎基本の定着と個に応じた発展的学習の充実

平 ○ 研究の見通し
成

、 、 、16 ・学習習慣の向上に伴って 児童個々により一層 児童自らが課題を持ち
年 自主的・主体的に発展的な学習に取り組んでいくことができる力が育って
度 くるであろう。そのことにより 「学力向上」に向けての取り組みを、よ、

り一層進めることができると考える。

○ 研究の内容・方法
（１）授業研究の面
・国語算数の授業研究の充実（平成１５年度に引き続き）
（・ 聞く 「話す」活動、更に 「書く」活動にも視点を当てた、授「 」 、
業研究）

・少人数指導の充実（習熟度別の少人数指導も）
（・個の実態に応じた指導と評価の充実を目指した算数科を中心とし
た少人数指導）

・智頭中学校との合同授業研究会
（・授業交換会、中学校の国語部数学部の先生との合同の会）

（２）基礎基本の定着をめざした学力向上対策の面
・ 朝の読書」の質の充実向上「
（・読書活動の発展につながるように、読書ノートなども検討）
・ のびっ子タイム」の充実「
（・年間計画の作成及び実施）
（・児童の実態を考えた個別学習の充実＝児童に選択）
・国語・算数の学習時間の始めにプリント活用のスキル学習の実施
（・５分間程度のスキル学習）
・自主学習用のドリル集の作成
（・智頭小学校のドリル集の作成）
（・小中で連携した学習内容に基づく）

（３）学習習慣の定着の面
・智頭小学校「学習の決まり・約束」などを検討し、学習習慣の確立
に向けての取り組みの充実
（・小中連携して学習のきまり等の内容の検討）
・保護者への生活習慣・学習習慣確立に向けての啓発

( ) 研究推進体制3

本年度は研究推進体制を２本柱

①－校内研究推進委員会
・国語教育研究部
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・算数教育研究部

・昨年度は、学年別研究部－低学年・中学年・高学年
分野別研究部－授業改革研究部・学力向上対策

・学習習慣指導

②－智頭中との学力向上フロンティア事業
・研究主任担当者会
・小中合同研究推進委員会（本年度２回実施）
・小中合同授業研究会（本年度５回実施）

Ⅲ 平成１５年度の研究の成果及び今後の課題
１．研究の成果

①本年度の学力状況
・教研式ＣＲＴ検査（観点別到達度学力検査）

・１２月１６日実施
・１年～６年の全学年で国語、算数の教科で実施

、 。 。＊本年度は 教研式ＮＲＴ検査を２月に実施予定 その結果も含めて今後報告
本報告では、教研式ＣＲＴ検査の結果についてのみ報告。

＊各学年の得点率を４観点別評定 国語（得点率） 算数（得点率）
記載。１ 年 ７８．３ ８８．５

２ 年 ７１．９ ８０．５
３ 年 ６９．４ ７４．１
４ 年 ７２．９ ７８．３
５ 年 ６８．４ ６８．２
６ 年 ７３．０ ６７．２

国語 話す聞く 書く 読む 言語事項
＊中高学年で「話すこと・聞１年 ７８．４ ７１．７ ６８．２ ９４．６
くこと ・ 書くこと」の領２年 ８２．３ ５５．６ ６６．６ ８２．９ 」「
域が弱い傾向が見られる。３年 ７３．０ ６７．８ ６２．８ ７３．６

４年 ８０．０ ６９．７ ６６．７ ７４．７
５年 ７６．５ ６８．８ ６４．８ ６３．４
６年 ８０．３ ６４．８ ７３．８ ７２．９
算数 数と計算 量と測定 図形 数量関係

＊「量と測定 「数量関係」１年 ８８．９ ８６．１ ９１．３ －－－ 」
の領域が学年によって弱２年 ８５．５ ８０．８ ７８．１ －－－
い傾向が見られる。３年 ７７．６ ６９．６ ８１．８ ７０．４

４年 ８２．７ ８０．８ ９０．８ ６３．５
５年 ６９．９ ６８．３ ６９．９ ６３．３
６年 ６７．６ ６２．３ ７７．５ ６３．４

＊本年度は、算数を中心に少人数指導を３年～６年まで全時間実施した。そ
の結果、算数科については、得点率は、ほぼ全国平均であるが、国語科に
ついては、本調査で見る限りでは 「話す聞く 「書く」領域が弱い傾向が、 」
見られる。来年度は、国語科の領域での重点項目として学力向上対策を考
えていきたい。

②成果 ・算数科を中心としての少人数指導の年間を通しての実践の継続
・ のびっ子タイム」を始めとした基礎学力定着に向けた実践の充実「
・学習態度を始めとした学ぶ意欲や姿勢の育成
・学力と基本的生活習慣の関係に関する保護者との共通認識の確立
・小中での合同の授業研究会の開催
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２．今後の課題

・国語科に見られる「話すこと・聞くこと 「書くこと」領域の弱い傾向の」
改善をねらった国語科学習のより一層の充実。特に 「読んで、聞いて、書、
いて」という活動を国語科の授業の中に充実させていくこと。
・算数科に見られる「量と測定 「数量関係」領域の弱い傾向の改善をねら」
った算数科学習のより一層の充実。特に、算数的操作活動を充実させ、具体
物に触れながら量的感覚を養う学習と、文章題を含め筋道を立てて問題を解
決していく学習の充実。
・少人数指導を始めとして、ＴＴ指導のより一層の充実を含む学習指導方法
の工夫改善。国語・算数に限らない各教科での幅広い指導体制のより一層の
工夫改善。
・学習に対する姿勢の面で、学校での学習と家庭での学習の連携をより一層
充実させていく意味で、学習の決まりについての保護者との共通理解及び学
校内での共通認識の確立。

Ⅳ 学力等把握のための学校としての取組

①・教研式ＮＲＴ検査「診断的学力検査 （国語・算数）」
・毎年度２月中旬に実施。
・全学年の学習傾向について前年度との比較分析。本年度の学習の総括及
び次年度の学習課程の計画の参考。

②・県学力診断テスト（国語・算数）
・１月中旬に実施。
・全児童の学力結果について集約。全学年の前年度との比較分析。

③・本年度は教研式Ｃ Ｔ検査「観点別到達度学力検査 （国語・算数）R 」
・１２月中旬に実施。
・２学期段階での全校的な学力状況を把握。

Ⅴ フロンティアスクールとしての研究成果の普及

①毎年度、学力向上フロンティア公開学習を実施。
・１０月２７日に本年度も実施。
・教職員（町内小中学校教職員を含めて保護者対象 ）。

②毎年度末に研究集録を作成 （町内各小中学校に研究集録等を配布 ）。 。
・研究授業の概要、学習の成果や取り組み状況などについて報告

◇ 次の項目ごとに、該当する箇所をチェックすること （複数チェック可）。

【新規校・継続校】 １５年度からの新規校 １４年度からの継続校

【学校規模】 ６学級以下 ７～１２学級
１３～１８学級 １９～２４学級
２５学級以上

【指導体制】 少人数指導 Ｔ．Ｔによる指導
一部教科担任制 その他

【研究教科】 国語 社会 算数 理科
生活 音楽 図画工作 家庭
体育 その他

【指導方法の工夫改善に関わる加配の有無】 有 無
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